
別紙様式５

令和７年度食事全体での栄養評
価概念の標準化による日本の
食・食産業の国際競争力強化委
託事業

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年9月2日
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング
株式会社
法人番号3010401011971

東京都港区虎ノ門5
丁目11番2号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 19,800,000 19,800,000 100.0% - - - 3 0 - -

令和７年度放射性物質測定調査
委託事業

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年9月11日

R7汚染動向把握コンソーシアム
業務執行組合員　国立研究開発法
人農業・食品産業技術総合研究機構
法人番号7050005005207

茨城県つくば市観音
台3丁目1番地1

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 14,913,000 14,913,000 100.0% - - - 1 0 - -

令和７年度放射能調査研究委託
事業のうち「農林生産環境中に
おける放射性核種の濃度変動の
要因と動態の解明」

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年9月11日

R7核種動態コンソーシアム
業務執行組合員　国立研究開発法
人農業・食品産業技術総合研究機構
法人番号7050005005207

茨城県つくば市観音
台3丁目1番地1

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 21,489,000 21,489,000 100.0% - - - 1 0 - -

令和7年度放射能調査研究委託
事業のうち「農畜産物及び土壌
中放射性核種のバックグラウン
ドレベルの監視」に係る試料採
取及び評価並びに緊急時におけ
る試料採取及び分析・評価業務

支出負担行為担当官農林水産省大臣
官房参事官（経理）　須田　亙

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年9月11日
国立研究開発法人農業・食品産業技
術総合研究機構
法人番号7050005005207

茨城県つくば市観音
台三丁目１番地１

会計法第29条
の3第4項（特定
情報）

仕様書に示した試料採取及び評価、緊
急時の試料採取、分析・評価業務は、
長期にわたり定点調査を行ってきた試
料採取地を持ち、さらに国の指示に従っ
て緊急的な体制を構築でき、実際の実
績もある農研機構が、本事業を実施しう

る唯一の機関であるため。

8,851,000 8,851,000 100.0% - - - - - - -

令和7年度国有林における無人
航空機利活用支援実施事業

支出負担行為担当官林野庁長官小坂
善太郎

東京都千代田区
霞が関1-2-1

令和7年9月24日
株式会社GEOソリューションズ
法人番号2140001072031

兵庫県西宮市和上町
１番３１号

会計法第29条
の3第4項（企画
競争）

- 4,985,975 4,821,690 96.7% - - - 2 0 - -

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は、「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は、「特例社団法人」をいう。

公共調達適正化について（平成18年8月25日付け財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年６月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

提案者の
数

特別な競争参加資格
（※提案者の数が１
の場合の記載事項）

備　　考

うち公益
社団法人
又は公益
財団法人
（特例社
団法人又
は特例財
団法人を
含む。）

公益法
人の区
分

国認定、
都道府
県認定
の区分

予定価格 契約金額

公益法人の場合 再就職の
役員の数
（※契約
の相手方
が農林水
産省が所
管する特
例社団法
人又は特
例財団法
人の場合
の記載事
項）

競争性のない随意契約によらざるを得
ない理由

名称 所在地 商号又は名称 住所

落札率物品役務等の名称及び数量

契約担当官等の氏名並びにその所属する部局の名称及
び所在地

契約を締結した日

契約の相手方の商号又は名称及び住所

随意契約による
こととした会計
法令の根拠条
文（企画競争
等）


